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研究成果の概要（和文）：経済発展段階が異なる中国、インドおよびタイの3か国について、知的財産制度の整
備（WTO/TRIPSルールへの準拠）と現地企業の技術的キャッチアップの関係に関する実証研究を行った。具体的
には、①上記3か国のWTO/TRIPS準拠を中心とした特許制度の変遷に関する調査、②上記3か国における公開特許
情報によるデータベースを整備し、主に同データを用いた特許制度の変化とイノベーションの関係に関する分野
横断的な分析、③日系企業も含めた先進国の外資系企業と現地企業のイノベーション（技術と市場）競争を中心
に据えた研究フレームワークに従って、3か国×3業種（医薬品、エレクトロニクス、自動車）の事例研究を行っ
た。

研究成果の概要（英文）：We conducted an empirical study on the relationship between the development 
of intellectual property systems (compliance with WTO/TRIPS rules) and the technological catch-up of
 local companies in three countries at different stages of economic development: China, India, and 
Thailand. Specifically, we will: (1) research the changes in the patent systems of the three 
countries mentioned above, centering on WTO/TRIPS compliance, and (2) developped a database of 
published patent information in the three countries mentioned above, and examine the patent systems 
mainly using this data, and conducted cross-disciplinary analysis of the relationship between 
changes in industry and innovation, and (3) using a research framework centered on innovation 
(technology and market) competition between foreign-affiliated companies in developed countries, 
including Japanese companies, and local companies, case studies were conducted in three industries 
(pharmaceuticals, electronics, and automobiles).

研究分野： 技術経営戦略、グローバル経営戦略、科学技術政策、書誌情報学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
知財権の強化とイノベーションは正の関係にあると考えられ、その関係を示した実証研究は多いが、これまでの
研究成果は日米欧などの先進国を対象としたものが中心である。本研究においては中国、インド、タイといった
アジア新興国を取り上げ、知財制度の変遷（主にWTO/TRIPSルールへの準拠を背景としたプロパテント政策）に
合わせて、各国の外資導入政策の特徴を組み合わせて、現地企業の技術的キャッチアップとの関係について分析
したものとして、学術的な意義が大きい。
また、本プロジェクトの分析結果は日本企業を中心とした先進国企業の新興国に対するグローバル戦略に対する
含意を含むものとして社会的意義が大きい。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
特許権など知的財産制度が強化されると、研究開発投資に対するインセンティブが高まり、イ

ノベーションが活発になると考えられている。しかし、その一方で知財権は特定技術の独占を許
すものでもあり、競争制限的な制度でもある。特に技術的なキャッチアッププロセスにある後進
国においては、知財権が強化され先進国企業が保有する技術独占が強くなると現地企業の発展
に対して不利に働くことになる。従って、WTO や EPA/FTA などの知財交渉においては、米国
を中心とした先進国はルールの強化を主張し、逆にブラジルやインドなど後進国はそれに反対
する南北対立の構造が生まれる。しかし、中国のように、自国の知財制度を強化することで外資
系企業の直接投資、特に研究開発活動を誘発し、その技術スピルオーバー効果によって現地企業
の技術的キャッチアップを実現しているケースも存在する。 
本研究においては、知財制度とイノベーションについて中国、インド、タイの比較研究を行っ

たものであるが、これらの新興国の技術的キャッチアップについて検討する際には、それぞれの
国おける外資系企業の活動、その背景にある外資導入政策の違いについても勘案することが必
要である。従って、知財政策及び外資導入政策が現地企業、外資系企業に与える影響について、
分析を進めることとした。 

 
２．研究の目的 
経済発展段階が異なる中国、インドおよびタイの 3 か国について、知的財産制度の整備

（WTO/TRIPS ルールへの準拠）と現地企業の技術的キャッチアップの関係に関する実証研究
を行う。具体的には、日系企業も含めた先進国の外資系企業と現地企業のイノベーション（技術
と市場）競争を中心に据えた研究フレームワークに従って、3 か国×3 業種（医薬品、エレクト
ロニクス、自動車）の知財制度整備と現地企業の技術的キャッチアップに関するケーススタディ
を行う。更に、それぞれの国における特許情報と企業財務情報を用いた補完的な定量分析を行う
ことで、新興国の先進国に対する技術的キャッチアップにおける知的財産制度の役割に関する
新たな知見を得る。 
 
３．研究の方法 
以下の 3点について研究を行った。 
 各国における WTO/TRIPS への準拠を中心とした知財制度の変遷に関する調査を行う。

WTO/TRIPS に対する各国の対応としては、特許法の大きな改正が中国は 2000 年、インド
は 2005 年、タイで 1999 年に行われている。従って調査期間としては 1990 年代後半から
最近の状況までをカバーすることとする。 

 上記の制度的変化と各国の技術的キャッチアップの状況の関係について分析するために
各国の公開特許に関するデータベースを構築した。また、外資系企業と国内企業の技術
レベルの比較を行うために PCT 特許（国際特許）と各国特許情報の接続を行った。 

 上記の問題意識の下で、中国、インド、タイの 3 か国についてエレクトロニクス、医薬
品、自動車の 3業種について事例研究を行った。 

 
４．研究成果 
 上記それぞれの研究成果は以下のとおりである。 
（１）各国の特許制度の変遷 
中国：1985 年に成立した中国の特許法（専利法）は主に米国からの圧力によって 1993 年（第 1
次改正）及び 2001 年（第 2次改正）が行われ、2001 年の WTO 加盟と同時にほぼ国際ルール（TRIP）
に準拠した制度となった。その後、中国は自国のイノベーション能力を向上させるためにプロパ
テント政策が重要であるとの認識のもと、2008 年（第 3次改正）、2015 年（第 4次改正）と大き
な改正を行ってきている。特に第 4次改正は科学技術成果移転法、トレードシークレットに係る
独禁法の改正、知財高等裁判所の設立等と併せて、プロパテント政策と知的財産権の活用促進に
よって、自主イノベーションを進めるための礎となるものと位置づけられる（Huang et.al, 
2023）。 
インド：GATT 加盟国であるインドは 1995 年の WTO 設立と同時に WTO 加盟国である。ただし、国
内制度の WTO ルール準拠については発展途上国として 10 年間の猶予期間が設けられており、同
国の特許法が TRIPS ルールに準拠するものとして改正されたのは 2005 年である。ただ、中国や
タイと比較して特許対象発明をより限定的に解釈する（アンチパテント）傾向があるといわれて
おり、その中でもよく議論になるのが、特許法第 3条ｄ項である。第 3条は特許を受けることが
できない発明を規定しており、その中で d 項は「既知の物質について新規な形態の単なる発見で
あって当該物質の既知の効能の増大にならないもの」を特許対象とならないと規定している。こ
の規定によりノバルティス社のグリベックが「既知の効能の増大」として特許拒絶査定が行われ、
同項の解釈について議論されているところである。また、成立した特許の実施状況に関するレポ
ート義務があるなど、インド特有のルールを有している（Mani, 2022）。 
タイ：タイの特許法は 1992 年の改正によって国際ルールにほぼ準拠した制度が確立し、中国や



インドと比べて最も早い段階でプロパンテント政策へ移行した国といえる。同時に外資導入に
ついて積極的に取り組んできたことから、早い段階で外資系企業がタイ国内でオペレーション
を開始している。その中でもタイの基幹産業といってよい自動車産業は 1960 年代から日本企業
を中心とした直接投資が進み、外資系企業を中心としたサプライチェーンが出来上がったこと
から、現地企業への技術導入は大きく進まなかった。その結果としてタイにおいては、中国やイ
ンドにみられるような地場の OEM 企業（最終製品として自動車を生産販売する企業）は存在しな
い。自動車産業のイノベーションにおいて知財制度の役割は限定的であるが、プロパテント政策
が外資系企業から地場企業への技術移転が進まない原因となっている可能性はある
（Intarakumnerd and Charoenporn, 2015）。 
 
（２）データベースの開発 
 特許情報については、国内企業の出願情報を得るために各国特許庁の出願公開情報（Local IP）
の整理が必要である。一方で国内企業の技術的キャッチアップのベンチマークとなる外資系企
業の動向については、国際出願の状況を見る必要がある（PCT Applications）。例えば、日本企
業のタイにおける出願特許は、本国である日本特許庁をはじめとして国際的に出願している発
明の出願先の一つとしてタイが選ばれたものなので、PCT 出願と各国出願特許のリンケージが必
要となる。ここでは、世界の特許出願情報をカバーしている PATSTAT ではカバーされていない国
内出願特許（特にインドとタイ）をそれぞれの特許庁から入手し、両者の接続を行った。 
また、出願人名の名寄せ作業を行う際に、各国の企業情報と接続することが重要である。BvD-
Orbis 等の商用データベースを活用することも可能であるが、なるべく各国のコンプリートな企
業リスト（登記情報等）を入手して、特許出願人との接続、名寄せ作業を行うこととした。タイ
については、企業登記を扱う DBD（Department of Business Development）の情報を入手し、特
許情報の出願人と接続することで国内企業の出願特許を特定した（Motohashi, 2020）。一方で中
国とインドについては登記情報を入手することができなかったため、特許情報のみから出願人
名、住所等を用いて名寄せと国内企業に関する情報整理を行った。 
  
（３）各国における技術的キャッチアップに関する分析 
 上記の特許情報を用いて、中国、インド、タイのそれぞれにおいて出願人タイプ（外資系企業、
国内企業、国内大学・研究所、国内個人）別の出願特許数の分析が可能となる。全体的に国内企
業のプレゼンスが最も高いのが中国で、インド、タイの順となる。特にタイにおける技術的発明
に係る知的財産権は Patent と、より軽微は実用新案に近い Petty Patent の２種類が存在し、
Patent における国内出願割合は全体の 2 割以下である。また、インドやタイにおいては国内出
願のうち、大学や公的研究機関からの特許数割合が大きく、企業セクターにおける技術力は総じ
て低いことが分かった。 
 （大学や公的研究機関も含めた）国内出願人の国際的な技術力について概観するために、それ
ぞれの国おける出願人、発明者における国際出願数（Docdb Patent Family 数）の推移を見た（図
１、左はスケールを変えてインド、タイのみを見たもの）。このグラフによると中国における出
願人（China-APP）は国際出願数を急激に伸ばしており、国際的な技術競争力をつけてきている
ことを示している。左図を見ると、インドの国内出願人（India-APP）も中国ほどではないが、
その技術力が向上している。一方でタイにおいては国内出願人（Thai-APP）の国際出願数は限定
的である。 

 
図１：3か国の国内出願人、発明者による国際出願数 

 
 なお、上記の国内発明者の特許数には、外資系企業による国内発明者が関与する特許も含まれ
ている。例えば、日本企業が中国における当社の研究所と共同で開発した技術を中国特許庁に出
願した場合、出願人は日本企業（中国国内出願人ではない）であるが、発明者には当該研究所の
従業員が含まれ、その住所は中国国内となる。つまり、上記の国内発明者による特許数から国内
出願人によるものを引くと、このような外資系企業のそれぞれの国における研究活動を示す指



標が得られる。その状況を国毎にみたのが図２であるが、中国とインドの両国では外資系企業の
Ｒ＆Ｄが活発に行われており、特にインドでは最近その傾向が強いことが見て取れる。両国の国
内出願人の技術力向上は、外資系企業が現地において製造のみならず、研究開発にも力を入れて
いることが影響していると考えられる。 

 
図２：外資系企業の各国における研究開発活動（図１の INV-APP） 

 

 最後に国別、産業別の事例研究の結果について概括する。前述した国別・業種別の事例研究

については、中国においてはソフトウェア産業、インドにおいてはソフトウェア産業及び医薬

品産業、タイにおいては自動車産業に力点を置いて行った。具体的なテーマについては表１の

とおりである。 

 

（表１）分析事例一覧 

 

 この中で本研究における特徴的な取り組みとしては、特許のテキスト情報を用いてそれぞれ

の国の国内企業の外資系企業に対する技術的キャッチアップを定量的に分析したものを挙げる

ことができる。具体的にはそれぞれの国における特許の要約情報を Document Embedding によ

ってベクトル化し、国内企業と外資系企業のそれぞれの特許の類似度を計測した。この特許間

類似度と各特許の出願のタイミングを組み合わせることで、両者間の技術スピルオーバーの方

向とその量に関する指標を作ることができる。この手法を用いて、中国 Baidu の米国 Google に

対する（Zhu and Motohashi, 2024）、タイにおける国内自動車企業の外資系企業に対するキャッ

チアップの状況について分析を行った。タイにおいては特許数でみると国内企業の技術力向上

が明確にみられなかったが、特許テキスト情報におけるミクロ分析を行った結果、自動車産業

においては、外資系企業から国内企業に対する技術スピルオーバーとその結果として国内企業

の技術力が向上していることが確認できた。 
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